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 今月号のニューズレターでは、平成 27 年度税制改正(以下｢本改正｣といいます。)1のうち国内税務に関する主要な改正点を解

説致します。なお、本稿で述べる改正点は、原則として、平成 27 年 4 月 1 日以降に開始する事業年度の法人税について適用さ

れます(改正法附則 21 条、72 条)。 

 

 今般の法人税改革の趣旨は、｢課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる｣ことにより、法人課税を成長志向型の構造に変える

というものです。この改革の枠組みは、平成 27 年度を初年度とし、以後数年で、制度改正を通じた課税ベースの拡大等により恒

久財源をしっかりと確保しつつ、法人実効税率を 20％台まで引き下げることを目標としています。 

 

1. 法人税率の改正 

 

(1) 法人実効税率の引下げ 

ア 法人税率 

 普通法人、一般社団法人等又は人格のない社団等に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の税率が、25.5％から

23.9％に引き下げられます(新法法 66 条 1 項)。 

 また、普通法人のうち各事業年度終了の時において資本金の額若しくは出資金の額が 1 億円以下であるもの又は資本若しくは

                                                   
1  本稿では、平成 27 年 4 月 1 日付で施行された｢所得税法等の一部を改正する法律｣(平成 27 年法律第 9 号)を｢改正法｣といい、同日付で施行さ

れた｢地方税法等の一部を改正する法律｣(平成 27 年法律第 2 号)を｢改正地法｣といいます。また、改正法に基づき改正された法人税法を｢新法

法｣、租税特別措置法を｢新措法｣といい、改正地方に基づき改正された地方税法を｢新地法｣といいます。また、改正法による改正前の法人税法を

｢旧法法｣、租税特別措置法を｢旧措法｣といいます。また、法人税法施行令等の一部を改正する政令(平成 27 年政令第 142 号)に基づき改正され

た法人税法施行令を｢新法令｣といい、法人税法施行規則の一部を改正する省令(平成 27 年財務省令第 23 号)を「改正省令」、改正省令に基づき

改正された法人税法施行規則を｢新法規｣といいます。 

平成 27 年度税制改正による法人税改革 
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出資を有しないもの、一般社団法人等、人格のない社団等、公益法人等、協同組合等及び特定の医療法人の所得の金額のうち

年 800 万円以下の部分に対する軽減税率を 19％（旧法法 66 条 2 項・3 項、旧措法 67 条の 2）からさらに 15％に引き下げる措

置の適用期限が 2 年間延長されることとなりました(新措法 42 条の 3 の 2 第 1 項・2 項)。 

 

 本改正前 本改正後 

大法人 25.5％ 23.9％ 

中小法人 

一般社団法人等 

人格のない社団等 

年 800 万円超:25.5％ 

年 800 万円以下:19％→15％(H27.3 まで) 

年 800 万円超:23.9％ 

年 800 万円以下:19％→15％(H29.3 まで) 

公益法人等 

協同組合等 

特定の医療法人 

年 800 万円超:19％ 

年 800 万円以下:19％→15％(H27.3 まで) 

年 800 万円超:25.5％ 

年 800 万円以下:19％→15％(H29.3 まで) 

 

イ 法人事業税における外形標準課税の拡充・所得割の引下げ 

 公共サービスの対価を広く公平に分かち合うという地方法人課税における応益課税を強化し、｢稼ぐ力｣のある企業や企業所得

の向上に前向きな企業の税負担を軽減することで、法人課税を成長志向型の構造に変えるため、資本金又は出資金の額が 1 億

円超の普通法人(以下｢外形課税対象法人｣といいます。)の法人事業税のうち、外形標準課税が占める割合（現行：全体の 2/8）

が、平成 27 年度に「全体の 3/8」、平成 28 年度に「全体の 4/8」に拡大されることになりました。 

 

 具体的には、外形課税対象法人の法人事業税の標準税率が以下のとおり変更されます(新地法 72 条の 24 の 7、改正地法附

則 8 条 1 項、9 条 1 項)。 

 

 

本改正前 

本改正後 

平成 27 年 4 月 1 日から平成

28 年 3 月 31 日までの間に開

始する事業年度 

平成 28 年 4 月 1 日以後に開

始する事業年度 

付加価値割 0.48％ 0.72％ 0.96％ 

資本割 0.2％ 0.3％ 0.4％ 

所
得
割 

年 400 万円以下の所得 3.8％ 3.1％ 2.5％ 

年 400 万円超 800 万円以下の所得 5.5％ 4.6％ 3.7％ 

年 800 万円超の所得 7.2％ 6.0％ 4.8％ 

(注 1)  所得割の税率は、地方法人特別税を含めた税率となります。 

(注 2) 3 以上の都道府県に事務所又は事業所を設けて事業を行う法人の所得割に係る税率については、年 800 万円以下

の所得に係る軽減税率の適用はありません。 

 

ウ 法人実効税率 

 以上の改正により、外形課税対象法人に対する法人実効税率は以下のとおり引き下げられます。 

 

 本改正前 平成 27 年度 平成 28 年度 

法人税率 25.5％ 23.9％ 23.9％ 

法人事業税所得割(標準税率) 7.2％ 6.0％ 4.8％ 

国・地方の法人実効税率 34.62％ 32.11％ 

(▲2.51％) 

31.33％ 

(▲3.29％) 
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2. 欠損金繰越控除の見直し 

 

(1) 趣  旨 

 欠損金繰越控除制度が課税ベースを大きく浸食している状況の改善を図るとともに、控除制限を受けたくない企業には収益改

善のインセンティブをもたらすべく、大法人の控除限度額についてさらなる引下げが行われとともに、再建中の法人や新設法人の

ための特例措置が講じられます。 

 

(2) 控除限度額の段階的引き下げ 

 青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越控除制度、青色申告書を提出しなかった事業年度の災害による損失金の繰

越控除制度及び連結欠損金の繰越控除制度における控除限度額について、以下のとおり、段階的に引き下げが行われます(新

法法 57 条 1 項、58 条 1 項、81 条の 9 第 1 項)。 

 

本改正前 

本改正後 

平成 27 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月

31 日までの間に開始する繰越控除をする

事業年度又は連結事業年度 

平成 29 年 4 月 1 日以後に開始する繰越

控除をする事業年度又は連結事業年度 

繰越控除前の所得の金額又は連結所得

の金額の 80％(旧法法 57 条 1 項、58 条

1 項、81 条の 9 第 1 項) 

繰越控除前の所得の金額又は連結所得

の金額の 65％(改正法附則 27 条 2 項、

30 条 2 項) 

繰越控除前の所得の金額又は連結所得

の金額の 50％(新法法 57 条 1 項、58 条

1 項、81 条の 9 第 1 項) 

 

(3) 特例措置 

 地域経済を支える中小法人への影響に対する配慮及び流動化 SPV の導管性を確保する観点から、中小法人等及び支払配当

等の損金算入制度の適用対象となる特定目的会社等の控除限度額を欠損金控除前所得の 100％相当額とする取扱いは存置さ

れることとなりました。また、赤字が先行しやすいベンチャー企業や、経営再建を行う企業については、雇用やイノベーションを生

み出す創業や円滑な事業再生を促進する観点から、7 年間・100％控除できる仕組みが新たに導入されることとなりました。 

 

対象法人 
控除限度額 

本改正前 本改正後 

中小法人等 繰越控除前の所得の金額又は連結所得

の金額(旧法法 57 条 11 項 1 号、58 条 6

項 1 号、81 条の 9 第 8 項 1 号) 

繰越控除前の所得の金額又は連結所得

の金額(新法法 57 条 11 項 1 号、58 条 6

項 1 号、81 条の 9 第 8 項 1 号) 

特定目的会社、投資法人、特定目的信託

に係る受託法人及び特定投資信託に係

る受託法人で、支払配当等の損金算入制

度の適用対象となるもの 

繰越控除前の所得の金額(措法 67 条の

14 第 2 項、67 条の 15 第 3 項、68 条の 3

の 2 第 2 項、68 条の 3 の 3 第 2 項) 

繰越控除前の所得の金額(新措法 67 条

の 14 第 2 項、67 条の 15 第 3 項、68 条

の 3 の 2 第 2 項、68 条の 3 の 3 第 2

項)。 

更生手続開始の決定があったこと、再生

手続開始の決定があったこと等の一定の

事実が生じた法人(連結納税制度の場合

には、連結親法人)のその決定等の日か

ら更生計画認可の決定、再生計画認可の

決定等の日以後 7 年を経過する日までの

期間内の日の属する各事業年度につい

て 

平成 24 年 4 月 1 日前にその事実が生じ

た法人については、繰越控除前の所得の

金額又は連結所得の金額(経済社会の構

造の変化に対応した税制の構築を図るた

めの所得税法等の一部を改正する法律

(平成 23 年法律第 114 号)附則 14 条 2

項、22 条 2 項)。 

繰越控除前の所得の金額又は連結所得

の金額。 

ただし、その事実が生じた日以後にその

法人の株式が金融商品取引所に上場さ

れたことその他のその法人の事業の再生

が図られたと認められる事由が生じた場

合におけるその事由が生じた日のうち最

も早い日以後に終了する事業年度又は

連結事業年度は対象外(新法法 57 条 11

項 2 号、58 条 6 項 2 号、81 条の 9 第 8

項 2 号、新法令 112 条 14 項・17 項、116

条の 2 第 5 項、155 条の 21 の 2 第 1 項・

4 項、新法規 26 条の 3 の 2、26 条の 5

の 2、37 の 3 の 3)。 
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法人(大法人との間に大法人による完全

支配関係がある普通法人又は複数の完

全支配関係がある大法人に発行済株式

等の全部を保有されている普通法人及び

株式移転完全親法人を除く。)の設立(合

併法人にあっては合併法人又は被合併

法人のうちその設立が最も早いものの設

立等)の日から同日以後 7 年を経過する

日までの期間内の日の属する各事業年

度又は各連結事業年度について 

－ 

繰越控除前の所得の金額又は連結所得

の金額 

ただし、その法人の株式が金融商品取引

所に上場されたこと等の事由が生じた場

合におけるその事由が生じた日のうち最

も早い日以後に終了する事業年度又は

連結事業年度は対象外(新法法 57 条 11

項 3 号、58 条 6 項 3 号、81 条の 9 第 8

項 3 号、新法令 112 条 18 項・19 項、116

条の 2 第 6 項・7 項、155 条の 21 の 2 第

5 項・6 項) 

 

(4) 繰越期間 

 欠損金の繰越期間については、いたずらに延長すると早期の収益改善の逆インセンティブになることや、帳簿保存期間などとの

整合性を踏まえ、本改正前の 9 年間から 10 年間に延長されることになりました(新法法 57 条 1 項、58 条 1 項、81 条の 9 第 1

項)。かかる繰越期間の延長は、平成 29 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度において生ずる欠損金額について適用されます

(改正法附則 27 条 1 項、30 条 1 項、53 条 1 項・3 項、改正省令附則 2 条 1 項・3 項)。 

 

3. 受取配当等益金不算入の見直し 

 

(1) 趣  旨 

 法人税率の引下げにより減少する財源を確保する観点から、課税ベース拡大策の一環として、受取配当等益金不算入制度の

縮減が行われました。一方、本改正に伴う税負担増加に配慮し、保有割合が 3 分の 1 以下である株式等については負債利子控

除の対象から除外されます。 

 

(2) 株式等の区分及び益金不算入割合 

 支配目的の株式とそれ以外の目的(例えば、資産運用目的)の株式等との間で取扱いを分けることとされました。支配目的の株

式への投資については、経営形態の選択や企業グループの構成に税制が影響を及ぼすことのないように益金不算入割合は現

行制度通り 100％としつつ、持株比率の基準は｢25％以上｣から｢3 分の 1 超｣に引き上げられます。他方、支配目的が乏しい株式

等(持株比率 5％以下)への投資は、他の投資機会との選択を歪めないように、益金不算入割合が 20％に引き下げられます。 

 益金不算入の対象となる株式等の区分及び益金不算入割合をまとめると以下のとおりになります(新法法 23 条 1 項、新法令

22 条の 2、22 条の 3、22 条の 3 の 2)。 

 

本改正前 本改正後 

区分 益金不算入割合 区分 益金不算入割合 

完全子法人株式等 

(株式等保有割合 100％) 

100％ 

完全子法人株式等 

(株式等保有割合 100％) 
100％ 

関係法人株式等 

(株式等保有割合 25％以上) 

関連法人株式等 

(株式等保有割合 3 分の 1 超) 

その他の株式等 

(株式等保有割合 5％超 3 分

の 1 以下) 

50％ 

上記以外の株式 

(株式等保有割合 25％未満) 
50％ 

非支配目的株式等 

(株式等保有割合 5％以下) 
20％ 

 

(3) 公社債投資信託以外の証券投資信託の収益の分配の額 

 公社債投資信託以外の証券投資信託の収益の分配の額について、本改正前は収益の分配の額の 2 分の 1(外貨建資産及び
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株式以外の資産の組み入れ割合が 50％超 75％以下の証券投資信託の収益の分配については、4 分の 1)相当額の 50％相当

額が益金不算入とされていたところ、本改正後は全額が益金不算入制度の対象外となり、収益の分配の額の 100％が益金算入

されます(新法法 23 条 1 項)。 

 ただし、外国株価指数連動型特定株式投資信託以外の特定株式投資信託(信託財産が株式のみで、その受益権が上場されて

いる投資信託)の収益の分配の額については、本改正前は全額が益金不算入とされていましたが、本改正後は、その受益権を上

記の非支配目的株式等と同様に扱い、その収益の分配の額の 20％相当額が益金不算入となります(新措法 67 条の 6)。 

 

(4) 負債利子控除 

 上記(2)に掲げる表の｢改正後｣の欄にある｢その他の株式等｣及び｢非支配目的株式等｣については、益金不算入額を計算する

上での負債利子控除の適用対象外となります(新法法 23 条 4 項)。これにより株式等保有割合が 3 分の 1 以下の株式等からの

配当について税負担が軽減されることになります。 

 

 

 

中村
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